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平成１７年度「魅力ある大学院教育」イニシアティブ 採択教育プログラム 事業結果報告書

１．研究科・専攻の概要・目的 

(1) 研究科・専攻の成立 
16 世紀にイエズス会が果たした文化交流の役割を範

として、教皇ピオ 10 世の強い希望を受けて同会が 1913
年に開学した上智大学において、外国語教育と地域研究

を柱とする外国語学部（1958年開設）は、建学の精神を

体現する学部の一つであり、大学院外国語学研究科

（1970年開設）もその教育研究活動の延長上に設けられ

た。地域研究専攻はその研究科におけるもっとも新しい

専攻として1997年に開設され、調査現地に密着した地域

研究の教育研究に向け、活発な活動を展開してきた。 
 

(2) 学生の構成 
開設以来、地域研究専攻は、カンボジア王国シェムリ

アップ市に大学が有する常設の施設（アンコール研修所、

現在のアジア人材養成研究センター）を利用した教育研

究などを特色に、中東、南アジア、東南アジア、ラテン

アメリカの 4 地域をそれぞれ対象として、生態人類学、

地域研究方法論、地域調査方法論を必修の基軸科目とし、

個々の指導教員との密接な関係の下に展開される演習科

目を中心において、博士前期課程（定員 15 名）と博士

後期課程（定員5名）の学生を養成してきた。 
学生数はほぼ一貫して定員を若干上回っており、平成

18 年度（5 月 1 日時点）においては、博士前期課程 32
名（定員総数 30 名）、博士後期課程 29 名（定員総数 15

名）が在籍していた。前期課程については年度によりか

なりの変動が見られるものの、上智大学の外国語学部他

の卒業者が過半を占め、後期課程についてはさらにその

比率は高まる傾向が見られる。他大学出身者では関東近

縁の大学を卒業した者が多いが、またカンボジア他アジ

ア諸国からの留学生も一定の割合を占めており、この数

年、国費外国人留学生の数が着実にましつつある。 
 

(3) 教員の構成と学部・研究所との関係 
教員については、外国語学部イスパニア語学科、ポル

トガル語学科の一部教員と同学部アジア文化研究室の

全教員が、専任として専攻の教育に携わっており、平成

18年度（5月1日時点）においては、15名（イスパニア

語学科、助教授3名、ポルトガル語学科、教授2名、ア

ジア文化研究室、教授8名、助教授1名、専任講師1名、

計10名）が、学部教育に加えて大学院教育を実施してい

る。地域と専門分野別には、東南アジア担当6名（政治、

経済、社会、文化、歴史、考古学各1名）、南アジア担当

1名（文化）、中東担当3名（社会、文化、歴史各1名／

アラビア語圏担当2名、ペルシア語圏担当1名）、ラテン

アメリカ担当 5 名（政治、経済、社会、文化、文学各 1
名／イスパニア語圏担当3名、ポルトガル語圏担当2名）

が配置され、学生の多様な関心に、かなりの程度まで応

えられる形になっている。上記専任の教員以外に国際関

係論専攻からの兼担教員（平成 18 年度には 3 名）、非常

勤講師数名（平成18
年度には6名）が講

義を担当する。 

 

教育プログラムの名称 ： 現代世界に貢献する地域研究 

機    関    名 ： 上智大学 

主たる研究科・専攻等 ： グローバル・スタディーズ研究科地域研究専攻 

取組実施担当者名 ： 赤堀 雅幸 

キ ー ワ ー ド ： 地域研究、南北アメリカ、東南アジア、南アジア、西アジア 

 

また、上記専攻担

当専任教員はまたそ

れぞれに上智学内の

研究所に所属して活

発な研究活動を展開

し、外部からの競争

的資金の獲得も積極

   中東 南アジア 東南アジア ラテンアメリカ 
博士前期課程 5 0 5 4 グローバル・ 

スタディーズ研究科 博士後期課程 2 0 0 0 
博士前期課程 3 0 9 6 

学生 
外国語学研究科 

博士後期課程 5 1 17 4 
教授 2 1 5 2 
助教授 1 0 0 3 教員 
専任講師 0 0 1 0 

表1 地域研究専攻学生・教員在籍状況（平成18年5月1日現在） 
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的に行っており、これらとの関連で、研究所の活動や研究

プロジェクトに参加する研究者が任期制に準ずる形で実質

的に大学院教育に関わる実態も存在する。地域研究専攻

とポルトガル・ブラジル研究センター（1959 年設立）、

イベロアメリカ研究所（1964 年設立）、アジア文化研究

所（1982 年設立）、アジア人材養成研究センター（2004
年改組設立）との密接な関係は、専攻の教育にとって欠

くべからざるものとなっている。 
 

(4) 専攻の新しい方向性 
専攻の出発点にある、現地の状況に細やかに目を配る

地域研究の実施は、今日においても変わることはない原

則であるが、21世紀を迎えて社会、学術の両面における

時代の要請に応えるべく、平成14年度には同じ外国語学

研究科の比較文化専攻、国際関係論専攻と共同で、21世
紀 COE プログラム「地域立脚型グローバル・スタディ

ーズの確立」に取り組むこととなった（平成 18 年度完

了）。この取組において、地域研究専攻は中核専攻の役割

を果たす一方、専攻独自にはこのプログラムに対応して、

グローバル・スタディーズに地域立脚性を保証するとい

う新しい目的設定を行うこととなった。COEの成果は制

度的には、平成18年度に外国語学研究科から上記3専攻

を独立させて、新たにグローバル・スタディーズ研究科

を設け、そのなかでグローバル社会専攻（旧比較文化専

攻）にグローバル社会研究コースを置いたことである程

度まで達成され、地域研究専攻としては上記の新しい流

れを独自に追求する必要に駆られることとなった。これ

に応えるべく構想されたのが、平成17年度に本「魅力あ

る大学院教育」イニシアティブに採用された取組「現代

世界に貢献する地域研究」である。 
 

２．教育プログラムの概要と特色 
(1) 学術分野としての特色 
「現代世界に貢献する地域研究―グローバルな市民

社会とローカルの多様性を支える次世代地域研究者の

育成」と称する本プログラムでは、まず学術分野として

地域研究の新しい形の追求を目指すこととした。 
それはすなわち、地域の固有性を総合的に明らかにし

ようとする従来の地域研究をさらに進め、地域に関する

深く広範な知識を背景としつつも、世界大で進む新しい

変化の波のなかにあって、その地域が世界に今日占めて

いる位置を明らかにし、各地域が抱える様々な問題の解

決が、持続可能な発展や世界大の公共圏の形成といった、

より普遍的な現代世界の課題に取り組む活動の一環と

して構想される地域研究の推進を課題とすることであ

る。 
急速に変わりゆく世界の状況に対応し、また学術環境

の変化に即応しつつも、これまでの特色を生かし、本プ

ログラムは下記に留意する。 
 
①人文社会科学を中心とする 
②精細な現地調査に基づく 
③歴史学の知見を生かして現代理解に特化しない、

より視野の大きい地域研究を堅持、推進する 
④貧困、開発、人間の安全保障、人の移動とアイデ

ンティティ複合、ジェンダー、都市化、文化遺産

など、実際的な課題解決への志向を強化する 
⑤国際的ネットワークをさらに拡張して、これを教

育に生かす 
⑥博士前期課程における専門教育を重視する 
 

(2) 養成される人物像 
原理主義や新保守主義などの台頭する今日の状況にあ

って、世界の様々な地域の豊かな多様性を生かしつつ、

普遍的なヒューマニズムを堅持して様々な現実問題に

立ち向かう地域研究者の養成が、本専攻の目的である。 
それは、世界の多様なあり方のなかに地域を位置づけ

ること、すなわち真の意味でのローカリティを現代世界

に見出すことを目標とし、画一化への変化としてのグロ

ーバル化ではなく、多様な世界の調和と共存の達成とい

う問題を論ずるなかでグローバル・スタディーズと地域

研究を接合せしめる者、あくまでも地域に密着した視線

を有しつつ、研究地域を世界大の空間的時間的展開のな

かに位置づけられる知識人であり、専門の研究者ととも

に、各種国際機関、国際協力機関、NGO、NPO などに

おける指導的人材の養成を重視する。 
そのためには、学生たちは調査現地の言語に堪能であ

り、現地に関する深い知識を有するという地域研究者と

しての前提を満たさなくてはならない。しかし、これに

加えて、人類学、社会学、政治学、経済学、歴史学、考

古学などの特定分野の方法を生かし、貧困、開発、人間

の安全保障、文化遺産保全などの今日的で普遍性の高い

問題の一環として、直接に扱う主題を一般化して捉える

ことが必要である。さらに、現地調査と論文執筆に必要

な競争的資金を獲得することを含めて、自主的に調査研

究計画を立案する力、これを現地政府、諸機関との折衝

を含めて実施する調査研究の実施力、その成果を国際言

語としての英語等を利用し、情報機器を援用して教育研

究上に表現していく生産力の向上が望まれる。 
課程別には、博士前期課程において本専攻が養成する
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単位認定などの制度化を検討する。 
なお、グローバル・スタディーズ研究科開設に伴う規

定により、平成19年度まで現在のカリキュラムを原則と

して保持するが、本取組の成果を受け、平成20年度には

大幅なカリキュラムの改訂を行うこととする。 
博士前期課程の学生は、1 年次において上述の各科目

をコースワークとして履修する傍ら、指導教員と相談し

つつ主題の設定や基礎的な文献読み込みなどリサーチワ

ークの初歩に取りかかる。論文作成技法の基礎は地域研

究方法論・地域調査方法論によって与えられ、その後は

指導教員の個人指導と演習科目での発表を中心に論文執

筆を進める。平成18年度以降は、2年次履修の演習科目

は「論文演習」の名によって論文指導に特化した形で行

われ、修士論文および口述試問によって学位審査を行う。

平成20年度には、フィールドワーク、グローバル・スタ

ディーズと地域研究などの科目を必修とし、技能修得科

目の増加や合同演習の設定など、より明確で特徴ある教

育プロセスを制度的に確立する。 
博士後期課程については、必要な場合にはコースワー

クを課すが、主として個人指導の下でリサーチワークを

推進し、研究の進展に応じて博士論文提出資格試験（専

門と地域に関する小論文を各1本執筆し、論文審査およ

び口頭試問を実施、あわせて研究に必要な語学力をみる）、

博士論文セミナー（口頭による公開セミナーで論文構成

等をみる）、博士論文計画書提出（論文主題、構成、主

要文献、執筆スケジュールなどに関する計画書）の各段

階を経た上で、外部専門家1名以上を含む審査委員会を

構成して、論文および公開の口述試問によって学位審査

を行う。 
 

(4) 教育プログラム具体化の方策 
従来の教育研究の方向を堅持しつつ、さらに発展的な

教育プログラムを実現する方策は、大きく二つに分けら

れる。 
第1は、学内における教育研究環境整備である。 
大学院水準での視覚教材の活用や、教員と学生とが講

義の場に限られずネットワークを介して緊密に知的コ

ミュニケーションを継続できるシステムの構築を目指す

とともに、TA 制度および学科教育補助員制度（学科事

務の一部を大学院生が担当する）のいっそうの活用を図

って、研究と両立しつつ学生が経済的にも、また教務等

の能力養成の点でも利益を得られるよう配慮する。本専

攻にとっては TA 以上に教育的効果が見込まれる RA に

ついては大学全体として制度の確立を急ぐ。日本学術振

興会特別研究員採用、各種民間財団等の研究助成獲得、

インターンシップなど各種プログラムへの積極的参加

などについて、今以上の体系的な指導を専攻全体として

推し進める。研究所の活動との連動からは、修了者の研

究所共同研究員・客員研究員等としての受け容れや、修

了者を活用したシンポジウム、研究会の開催、共同研究

の展開などを意識的に強化する。専攻としても、学生を

企画立案の中心としたシンポジウム、研究会の開催を行

い、学生の企画運営能力の向上を目指す。 
全学として有する資源の有効利用も重要であり、海外

招聘客員教員制度の利用を進め、専攻教員の特別研修

（サバティカル）に教育面での意味を持たせるなどする。

加えて、上智大学研究機構、研究支援センターの充実な

ど、創立 100 年（平成 25 年）に向けた教育・研究・キャン

パス再興グランドレイアウトとの連動を強化する。 
第2には、学内における教育研究指導の環境をよりフ

ィールドに密着せしめることが挙げられる。 
本専攻はすでに多くの留学生を受け入れてきたが、そ

れら学生の多くは日本人学生にとっては調査対象社会の

出身者でもあり、そこで両者の間に相互テューター制度

を確立して、留学生の日本への適応と日本人学生の調査

地への適応をよりスムーズにする。加えて、本学の有す

る遠隔地テレビ会議システムを活用して、フィールドと

大学を結びつけ、現地からのゲスト講師の講演など、こ

れを講義に積極的に生かす。地域研究専攻と深く関連す

る研究所、研究プロジェクトは、過去に国際シンポジウ

ム等において同システムの活用を頻繁に行っており、教

育への応用は比較的容易に可能であると判断される。さ

らに、現地調査中の学生に対するより細やかな指導の確

立が急がれ、これは上述テレビ会議システム他のインタ

ーネット技術の活用と本学の学術交流協定校の研究者の

協力を得て行われる。そのためにも、115 を超える本学

の学術交流協定校やイエズス会のネットワークの活用

を図り、従来以上にアジア諸国およびラテンアメリカに

おける学術交流協定校を増やす努力を払う。 
 

３．教育プログラムの実施状況と成果 

(1)教育プログラムの実施状況と成果 
上述の当初計画は、平成 17-18 年度の取組により、ほ

ぼ予定通りに達成された。以下にその具体的状況を整理

して述べる。 
 

①グローバル・スタディーズ研究科地域研究専攻開設 
研究科を構成する他の2専攻とも密接に協力し、関連

書手続きを含め、平成17年度より準備を進め、順調に開

設を完了した。現時点では、学生については外国語学研

究科地域研究専攻所属とグローバル・スタディーズ研究

科地域研究専攻所属の学生がおり、教務、学務等に関し

ては若干の煩瑣な対応を迫られざるをえないが、教職員

学生の緊密な協力と理解によって、特段の問題なく運営

がなされている。 
平成 17 年度より他 2 専攻と共同で入試説明会を実施
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し、とくに平成17年度には20名を超える学生が地域研

究専攻の説明会に参加し、その過半が他大学の出身者で

あった。 
この制度改革にあわせ、専攻独自のウェブサイトを充

実させるのと連動して、専攻のロゴを定め、パンフレッ

ト、ブローシャーを作成するなどして、広報に努めると

ともに学生の専攻に対するアイデンティティの強化を

図った。 
 

②遠隔地テレビ会議システムの導入 
高品位遠隔地テレビ会議システム一式（OWAROW 

LifeSize Room）を専攻に設置した。これを利用して、上

智大学の学術交流協定締結校等で同様のシステムを有す

る地域研究関連部局（大学院専攻、研究所など）と回線

を開き、講義や専攻主催のシンポジウム等に利用した。

この数年の間にも通信コストが大幅に低下したため、同

システムは、国外で調査研究に従事する地域研究専攻所

属学生との連絡や、専攻教員と国外研究者との教育研究

協力打ち合わせなどにも、手軽に利用することができる

ようになった。 
さらに、遠隔地テレビ会議システム（カンボジア設置）

一式（松下TH-65PX500他）を、カンボジアのアジア人

材養成研究センターに設置した。同地においては、高品

位の遠隔地テレビ会議システムを運用する情報基盤が未

整備であるが、アンコールワット研究を中心としたその

教育研究活動が、本学の地域研究専攻の特色の一つであ

り、カンボジアからの留学生を含めて、考古学、歴史学、

人類学関連で多くの学生が同地で教育研究に従事してい

ることに鑑み、現地で運用可能な設備を構築し、同セン

ター管理担当者との密な連絡の下に運営することとした。

これにより、地域研究専攻とアジア人材養成研究センタ

ーとのコミュニケーションは格段に向上し、講義から学

生の調査まで多様な形で利用が進められている。 
なお、同システムの導入に際しては、事前に本体およ

び必要とな

る付属機器

を選定・検

証するため、

平成 17 年

度には学内

に仮設置し

て、カンボ

ジア側に従

来から置い

ていた旧式

簡易システムと接続して、打ち合わせ、会議等に用いて

試験運用した。その結果、カンボジア側に電源を安定さ

せるための装置が必要である事が判明し、電源安定装置

一式の購入を平成18年度に行ない、カンボジアでの運用

開始に成功した。同システムは現在、アンコールワット

近辺において学術目的で機能している唯一の遠隔地テ

レビ会議システムとなっている。 
なお、これ以外にも携帯可能なテレビ会議システムを

複数台購入して、世界各地の調査現地と専攻との間で教

育研究上の通信が可能になる体制を整える予定であった

が、この2年度中に個人でも負担可能な安価なシステム

が普及したため、それらの購入は中止したが、学生の調

査現地との密な連絡という実質的な目標は達成された。 
 

③国外教育研究機関との協力・交流 
グアダラハラ大学（メキシコ）との協定締結が完了、

国立シンガポール大学、サンジョセフ大学（レバノン）

とも早々の締結に合意した。グアダラハラ大学、国立シ

ンガポール大学とは教員相互の訪問が実現し、テレビ会

議による教育研究交流も開始、本プログラム活動の一つ

についてひな形が作られた。イベロアメリカ大学（メキ

シコ）、カントー大学（ヴェトナム）、アテネオ・デ・マ

ニラ大学、マラウィ州立大学（フィリピン）ほか東南ア

ジアを中心に複数の大学とも、相互交流による教育推進

について交渉を進めた。 
上記事業の推進のため、専攻担当教員が相手先機関に

出張した他、地域研究専攻および関連する研究所を訪問

した外国人研究者12名に依頼して、従来依頼してきた講

演だけではなく、学生との討論など、より教育的な効果

をねらった交流機会を設けた。 
 

④学生主体によるシンポジウム等の実施 
学生が研究に関する知見を深めるだけではなく、将来

の共同研究やシンポジウム等国内外での学術会議主催

に向けて経験を積むことを狙いとして、平成17年度に1
回、平成18年度に3回の学生主体によるシンポジウム、

ワークショップを実施した。とくに平成18年度開催の3
回については、取組実施担当者の監督下に、学生が従来

の院生フォーラム等を利用し、自主的に企画し、必要な

組織を形成し、準備作業の大半を担って実施された。 
 
平成17年度 
・ 「甘さのグローバリゼーション―サトウキビ栽培

の伝播と文化変容」（平成18年3月25日） 
図2 遠隔地テレビ会議システム（カンボジア） 平成18年度 
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・ 「東南アジアに生きる」（平成18年7月28日） 
・ 「『エドワード・サイードOUT OF PLACE』上映会

および岡真理氏講演会」（平成18年10月21日） 
・ 「上智地域研究の歩みと可能性―『智』と『地』と

『知』をめぐって」（平成19年2月17日） 
 

図3 ワークショップ・ポスター

とくに、最後の「上智

地域研究の歩みと可能

性」は、本プログラム

に対する学生なりの総

決算としての性格を有

し、専攻開設 10 周年

の記念も兼ねて、博士

課程前期学生を中心に

組織がなされ、それら

学生の研究発表を午

前中に行い、午後には

専攻修了生の講演と

教員を交えたパネル

ディスカッションを行い、多くの修了生の参加を得るな

どして、学術的にも組織としても地域研究専攻にとって

は大きな意味のある集まりとなった。 
 

⑤学内情報環境の整備 
ドキュメントスキャニングシステム（XEROX Docu-

Print C3540TD）の導入により、教員および学生の間で講

義等や諸手続に必要な資料を効率よく配布し、交換する

ことのできる体制を整えた。これが講義の形式や事務の

効率化にもたらした影響は、予想以上に大きく、導入半

年にしてこのシステムを利用せずに演習を実施すること

にはきわめて不便が感じられるようになった。 
また、地域研究専攻では、専攻教員の研究室がある 2

号館と図書館に院生室を有し、10台の共用パーソナルコ

ンピューターを学生の用に供しているが、共用機の機能

は制限されており、また学生が個々にノートコンピュー

ターを有する状況になってきたところから、専攻独自の

有線・無線ネットワーク（PCI GW-AP54SAG他2セット）

を構成して、大学のそれと接続した。これにより、院生

室だけではなく講義中にも学生が各自の使いやすい端末

を使用してネットワークを参照することなどが可能とな

り、学生の情報操作技術にも一定の進歩がみられた。 
 

⑥資料収集および加工 
国内所蔵のない地域研究資料を収集し、学生の研究の

ように供する活動の一環として、Philippine Daily Inquirer

のマイクロフィルム購入を進めた。同時に、それらマイ

クロフィルムや専攻関連研究所の所蔵する図版の一部に

ついて、学生の要望を募って、pdf として電子化し、研

究への利用を容易にする作業を進めた。 
 

⑥学生への経済的支援とキャリアパス形成 
TA 制度および学科教育補助員制度の活用が促進され、

学生が経済的支援を受け、教務等に関する経験を積むこ

とができるとともに、専攻担当教員の負担の軽減も図ら

れた。TA の活用は、教員の側の意識の変化による部分

も大きいが、また全学で TA に関する制度整備が進んだ

ことも反映している。 
また、地域研究専攻では従来から PD 受け入れにあた

る形で、専攻の修了生を関連研究所の共同研究員、客員

研究員として受け入れてきており、本プログラムの期間

中にもそれらの身分が学生にとってより多くの便宜を図

るものとなるよう工夫を凝らしてきたが、当該の身分が

あくまで研究所における独自のものであったため、科学

研究費補助金の申請などについて限界があった。これに

対応するため、大学全体での上記同様の身分の取り扱い

について、上智大学研究機構を通じて積極的働きかけを

行い、平成18年度中の成案はならなかったが、改革の方

向付けを行うことができた。 
他方、RA については専攻として独自の制度化を当初

構想したものの、全学的に実施することがより適切であ

るとの結論に達し、これについても積極的に専攻担当教

員が関わり、平成19年度実施での成案をみた。同じく有

給の PD の採用についても大学独自の規程が定められ、

今後は積極的にこれらの制度を利用していく予定である。 
また、日本学術振興会特別研究員や各種の研究助成へ

の学生の応募を支援すべく、専攻のコースワークの中に

それらへの助成申請についての訓練を組み込み、実際の

申請を奨励するとともに、申請書の作成や面接の訓練、

留学先の紹介などを、これまでの個々の教員に頼る形か

ら一歩進めて、より組織的に行う方法について専攻独自

で検討を開始した。 
さらに、専攻にとっての重要な人的資源として、修了

生の力を生かすべく、資料をさかのぼって、修了生に連

絡を取り、専攻修了生ネットワークの作成に着手した。

地域研究は長期の現地調査を必要とするため、開設以来

10年を経て、ようやく着実に課程博士号を取得し、研究

者として職を得る学生が出始めた段階にあり、今後は彼

らとの連絡を保持し協力を仰ぐことが、専攻の活力化に

重要であると予測される。 
⑦入試およびカリキュラム改革 
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グローバル・スタディーズ研究科開設に伴う文部科学

省への届出により、大幅なカリキュラムの変更を行うこ

とができず、また入試についても受験生への周知期間を

考慮すると、取組期間中に全面的な改変をみることは避

けざるをえなかった。しかし、取組期間を通して、専攻

担当教員5名からなる地域研究専攻改革小委員会は議論

を続け、可能な範囲では改革を実施した。そのなかには、

必修科目である地域研究方法論、地域調査方法論につい

て、内容を全面的に見直し、いっそうの体系化を進めた

ことや、課題論文提出と口頭でのプレゼンテーションを

重視した入試方法へ

の一部変更が含まれ

る。 
 

⑧その他 
地域研究の学生に

対して、大学が冊子、

CD、ネット上の情報

として提供する『上

智大学大学院案内』、

履修要項、シラバス

等に加えて、専攻が

独自に配布してきた

『地域研究専攻ハ

ンドブック』につい

て、留学生等の要望に応えて、英語版を作成した。また

同様に、国外の受験生の要望に応えられるよう、専攻独

自のウェブサイトの英語版を立ち上げた。 
他の採択プログラムとともに、大学教育改革プログラ

ム合同フォーラム（平成18年11月13日）においてポス

ター発表を責任者が行った。 
 

⑨取組を支える事務体制 
本プログラムの実施にあたり、地域研究専攻は大学か

らプロジェクト室の貸与を受け、基本的な機器、水道光

熱費等の提供を受けて、充分に活動を行うことができた。

平成 18 年度より他業務と兼任となっていた専任職員 1
名が、大学の配慮により専攻業務を専門とするよう変更

されたことも、事業の順調な展開には不可欠であった。

ただし、当初予定していた事務補助臨時職員の雇用が、

平成17年度においては事業開始時期が遅かったために、

翌18年度には雇用予定者が体調悪化のためになされず、

取組実施担当者他の専攻教員や補助業務を行った学生の

負担が増した点は大きな反省点である。 
 

⑩本プログラムが学生に及ぼした効果 
本プログラムが、学生の研究の進展に及ぼした効果に

ついては、上記各項で触れてきたが、「大学院生の動向等」

に示したように、口頭発表数、執筆論文数、TA への採

用数、課程博士号授与数、研究者としての就職といった

はっきりと目に見える形でも成果は現れてきている。同

時に、上智大学アジア文化研究所が、人間文化研究機構

との共同研究として受託した「イスラーム地域研究」プ

ログラムに、地域研究専攻の学生が多数、研究協力者と

して参加していることにみられるように、専攻担当教員

の関わる大規模な共同研究に学生が積極的に関わるなど、

学生の側にも与えられた機会を十二分に活用し、自らの

研究水準を高めようとする高い自覚と、現実的で今日的

な地域の問題に現地の人々とともに取り組んでいこうと

する意欲が浸透しつつあるように思われる。これが、何

よりも本プログラムの大きな成果であると言えよう。 
図4 フォーラム・ポスター

 
(2)社会への情報提供 
本プログラムの取組とその成果の情報提供については、

その主目的が教育にあり、また国際的にも情報を発信す

る狙いから、紙媒体による広報を避け、主としてインタ

ーネット上での発信を強化するのが当初からの構想で

あった。 
この方針に従い、平成17年度には試験的に公開してい

たウェブサイトの意匠を全面的に改め、情報量も格段に

ふやして日本語版の公開を実施した。 
平成 18 年にはまず英語版を公開し、さらに年度末ま

図5 地域研究専攻ホームページ各国語版 
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でに、フロントページに限られるが、アラビア語、イス

パニア語、インドネシア語、クメール語、ヒンディ語、

フィリピン語、ペルシア語、ポルトガル語、マレー語の

ホームページの公開を行った。これら多言語版は日英語

のページと異なり、たぶんに象徴的な意味合いのページ

であるが、実際に国外の学生や研究者からの好意的な反

応もあり、現地に密着した地域研究専攻のアイデンティ

ティを示すものとして、重要な役割を果たしている。 
 

４．将来展望と課題 

(1) 今後の課題と改善のための方策 
本プログラムについて、地域研究専攻は当初計画を概

ね実現、もしくは実現への目処をつけることができた。

しかし、そのなかにはなおいっそうの粘り強い取組を、

専攻を単位とするだけではなく、大学全体として、ある

いは専攻が関わる学会などの活動とも複合させて継続す

る必要のある事柄も少なくない。 
本プログラムの成果を受けての、本格的なカリキュラ

ムと入試の改革は、前述のように平成 20 年度以降にな

らないと着手できず、それまでになおいっそうの考量を

経て十全に実現されなくてはならない。また、本プログ

ラムにおける試みのいくつかは、相互テューター制度の

ように実質的な運用は手がけられたものの制度化が不

充分なものや、RA のように制度化のための規程は成立

したが、どのように実現していくかになお検討の余地を

残すものもある。遠隔地テレビ会議システムや出張、派

遣、招聘を介した海外教育研究機関との連携に関しても、

これまでのネットワークを生かして、比較的活発に行っ

たものの、それらが制度的にコースワークやリサーチワ

ークの中に組み込まれて、どの地域のどの分野を専門と

する学生にも有用な、すぐれた活動になるためには、ま

だ不充分な点が多い。 
また、本プログラムに限らず、学内外の資金による複

数の共同研究や受託研究が、専攻担当教員と学生を当事

者として推進されている状況において、いかにしてそれ

らを整序し、それぞれの研究の目的を果たしながら、教

育にも生かし、かつそこから相乗的な教育研究効果を得

るために、どのように専攻全体として意志決定し、取り

組んでいくかもまた重要な今後の課題である。 
しかしながら、個々の課題に対してはそれぞれに対処

が可能であり、もっとも重要なのは、本プログラムにお

いてなされた様々な試みをいかにして安定させ、生かし

ていくかに、専攻の教員も学生も自覚をもって倦まず取

組を継続していくことである。そしてさらに銘記すべき

は、研究と教育への専心という出発点の確認であり、そ

れが可能となる環境をいかに整えるかを、教員と学生が

個々に、また専攻全体としても、繰り返し自らに問い直

していく姿勢であろう。 
ただ、その一方では、短期的なプログラムによらず、

また専攻単体の努力によってはいかんともしがたい、よ

り根本的に改善すべき問題も残されている。たとえば、

地域研究専攻は上智大学、あるいは多くの私立大学にお

ける専攻としては、きわめて多くの学生を擁しているが、

学内において確保されている専用の空間や職員数は規

模に比して過小であり、また教員所属が学部学科を基本

としていることによって、学科横断的に教員構成がなさ

れている地域研究専攻は業務の推進にあたって少なから

ず煩雑な手続きを踏まざるを得ない。この種の免れえな

い制約と現実的に折り合いながら、専攻が本来の目的を

達成するために、単にその成果を内外に誇示するだけで

はなく、不断に学内外と対話し、協調のうちに今後を見

定める努力を重ねなくてはならない。 
 
(2) 平成１９年度以降の実施計画 
平成18年度をもってプログラム自体は完了したが、そ

れらが定着するためには、今後も継続的な取組をなさな

くてはならない。地域研究専攻においてはすでにプログ

ラム終了後の方向性について、議論を重ねており、さら

に新たなプログラムを策定して、直ちに新規の取組を行

うことを避け、平成19年度末ないしは平成20年度末ま

での時間をかけて、今次のプログラムについて自己評価

とフォローアップを行うべきであるとの結論に達して

いる。 
具体的には、新たに学内で認められた RA および PD

の雇用申請を行い、制度運用の実際を学ぶこと、遠隔地

テレビ会議システムの過去の使用例を整理して、より体

系的に講義などに用いる方法を確立すること、平成 18
年度に2名、平成19年度に1名を予定しながら、先方の

事情により断念せざるをえなかった海外招聘客員教員制

度を平成20年度こそは利用すること、いまだ全修了生の

6 割しか把握できていない修了生ネットワークの完成を

目指すこと、専攻ネットワークの管理運営のノウハウを

確立すること、学術交流協定の締結未完了先との交渉を

進めることなど、数多くの課題がすでに担当を決めて取

り組まれている。それら個々の課題に着実に対処するこ

とで初めて、2 年度にわたった本プログラムを真に生か

されることとなるであろうし、現実的で有効な新しいプ

ログラムへの着想は得られるであろう。 
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「魅力ある大学院教育」イニシアティブ委員会における事後評価結果 

 

【総合評価】 

□  目的は十分に達成された 

■  目的はほぼ達成された 

□  目的はある程度達成された 

□  目的は十分には達成されていない 

〔実施（達成）状況に関するコメント〕 

 グローバルな市民社会とローカルの多様性を支える次世代地域研究者の育成を目指す本教

育プログラムは、視覚教材やネットワークの活用、ティーチングアシスタント制度やリサーチ

アシスタント制度の活用、インターンなどへの積極的参加促進による教育研究環境整備と、そ

の環境をフィールドに密着させる相互テューター制度や遠隔地テレビ会議システム活用など

を主としており、大学院教育の実質化に向けて堅実な取組として成果を上げている。 

今後は、これまでの教育プログラムを自主的・恒常的に展開するとともに、研究科の年次進

行の完成によって可能となったカリキュラムの見直しを行うことで、地域研究者養成プログラ

ムの実質化に向けて大きな発展が期待される。 

 

（優れた点） 

・ 社会への情報提供については、各国語によるホームページの充実に努め、日英のほか、フ

ロントページに限ってはさらに 9 ヶ国語で公開するなど、地域研究の特色を生かしている

点は評価できる。 

（改善を要する点） 

・ 遠隔地テレビ会議システムなど、情報環境の整備については、学生指導において適切に機

能させる方法の検討が望まれる。 

・ 海外交流の促進や相互テューター制度の始動においては、その教育効果の確認が望まれる。

なお、これまでの教育プログラムによる教育研究環境整備の成果を制度として定着させ、

発展させていくための計画の更なる具体化が望まれる。 

 




